
 

令和６年度こども家庭庁行政事業レビュー公開プロセス 取りまとめコメント 

「地域子ども・子育て支援に必要な経費のうち、アクティビティ⑭⑮」 

 

 

１．アウトカム指標の設定にあたっては、事業の目的や課題を踏まえた効果発現の経路

を見極めるとともに、両事業の対象となる家庭がどの程度存在し、そのうち、どの

程度の家庭が両事業でカバーできているか、という点が重要である。また、本事業

の実施主体となる市町村がニーズを的確に把握する必要があり、その際、児童虐待

を効果的に防止するためには、児童相談所の間での情報共有・連携も重要である。 

 

２．両事業においては、家事支援等が支援対象世帯との関わりを作るきっかけとなるが、

単なる家事支援等の利用にとどまるのであれば、両事業に期待される効果が出てい

ないことになる。このため、市町村が支援対象世帯のどういう点をモニタリングす

べきか、モニタリングによりどのような変化が起こればいいかを整理して、それら

を測る項目・指標をアウトカム指標として設定すべき。 

 

３．こうした観点からアウトカム指標をみると、短期アウトカムが事業を始める市町村

となっており、アウトプット的な指標であるものの、本事業を創設した目的からす

れば、これを積極的に活用する市町村が出てくることはその趣旨に沿うもので、本

年度においては理解できるものと言える。そのうえで、現在、市町村において策定

中の子ども・子育て支援事業計画（令和７～11年度が対象）で事業の目標量が定め

られるため、令和７年度以降は、同事業計画も踏まえ、効果発現の経路をよく検討

し、短期・中期アウトカム指標を設定すべき。 

 

４．具体的には、子育て世帯訪問支援事業では、年間の延べ支援件数や支援世帯数等を

短期アウトカムとするとともに、例えば、家庭環境や養育環境が改善の方向に向か

っているかといった評価を支援者において行い、これを中期アウトカムとすること

が考えられる。また、児童育成支援拠点事業では、取組拠点数や利用者数等を短期

アウトカムとするとともに、中期アウトカムとして、例えば、支援を受けたこども

や保護者に対し、支援拠点が居場所として感じられるかどうかといったアンケート

を行い、これを中期アウトカムとすることが考えられる。なお、自治体からのデー

タ収集にあたっては、デジタルを活用し、自治体の負担を極力軽減することが重要。 

 

５．なお、年間の延べ支援件数や取組拠点数等は、依然としてアウトプット的な要素は

あるものの、訪問支援や取組拠点によるモニタリングを通じて虐待リスク等の高ま

りを未然に防止することを目的とする本事業の特性に鑑みれば、当該モニタリング

自体により、虐待防止の効果が受益者であるこどもに一定程度生じることが見込ま

れるため、これを短期アウトカムとすることには一定の合理性がある。 


